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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、当社及び当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るため、透明・公正かつ迅速・果断な意思決定を実現する
コーポレートガバナンスの充実・強化に継続的に取り組みます。

当社のコーポレートガバナンスに関する基本的な考え方は、次のとおりです。

（1）株主の権利を尊重し、株主が権利を適切に行使することができる環境の整備と株主の実質的な平等性の確保に取り組む。

（2）株主、お客様、地域社会、取引先、従業員を含む様々なステークホルダーの利益を考慮し、それらステークホルダーと適切に協働する。

（3）会社情報を適時・適切に開示し、透明性を確保する。

（4）当社グループの中核たる持株会社として取締役会による業務執行の監督機能の実効性確保に努める。

（5）株主との建設的な対話に努めるとともに、株主との建設的な対話を促進するための体制整備や株主構造の把握に努める。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

すべての原則について、2020年6月に改訂されたコーポレートガバナンス・コードに基づき記載しております。

【原則1-3】

当社は、売上高営業利益率、自己資本当期利益率（ＲＯＥ）などを財務指標とする資本政策の基本方針を定め、財務健全性、株主資本効率及び
株主還元の最適なバランスを追求し、開示できるよう検討してまいります。

【原則5-2】

当社は、今後、経営や事業に関する戦略とともに、自社の資本コストを的確に把握した上で、売上高営業利益率、自己資本当期利益率（ＲＯＥ）等
の数値目標を掲げ、株主の理解が促進するように努めてまいります。また、それらの実現に向けた各種施策も併せて株主総会等において説明し
て行くように努めます。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

すべての原則について、2020年6月に改訂されたコーポレートガバナンス・コードに基づき記載しております。

【原則1-4】

当社は、中長期的な経営戦略及び企業価値の向上のために、投資先との業務関係強化・取引円滑化・財務政策などの観点から必要かどうかを
総合的に勘案し、当社グループの企業価値の向上に資すると認められる場合、政策保有目的で上場会社の株式を保有することを基本方針として
定めております。また、保有の意義が希薄と考えられる政策保有株式については、可能な限り縮減していくことを基本方針とし、取締役会で個別の
政策保有株式の保有意義、並びに経済合理性等を検証の上、保有継続の可否および保有株式数を見直しております。

政策保有株式に係る議決権の行使に当たっては、保有先企業の提案を無条件で賛成することはせず、当社グループ及び投資先双方の企業価値
の向上に資する議案か否かを慎重に判断し議決権行使を行うことを議決権行使の基準として定めております。

なお、当社が上場会社の政策保有株式の議決権行使の際に着目する項目は以下のものが含まれます。

・コンプライアンス違反の有無

・重要な資産の譲渡

・合併または完全子会社等による株式の異動

・有利発行による第三者割当増資

・敵対的買収防衛策の導入

・一定期間連続での業績赤字

・債務超過等、業績不振企業が実施する役員退職慰労金の贈呈

【原則1-7】

当社は、会社及び株主共同の利益を保護するため、関連当事者間の取引を行う場合には、利害関係の生じるおそれのある取締役を決議から除
き、独立社外取締役や監査等委員である取締役の意見を求め審議した上で、承認を得ることを定めております。また、関連当事者間の取引状況
については、適宜、取締役会に報告するとともに、会社法・金融商品取引法等の関連法令、証券取引所が定める規則に従って開示しております。
更に、取締役及びその近親者と会社との関連当事者間取引の有無については、定期的に調査を実施しております。

【原則2-6】

当社における企業年金の積立金の運用は、国内の複数の運用機関へ信託し、個別の投資先選定や議決権行使を各運用機関へ一任することで、
企業年金の受益者と会社との間で利益相反が生じないように配慮しています。当社は、運用機関に対するモニタリングなどを適正に行うために四
半期毎に経理・総務部門の専門性を有した当社役職員による運用結果の審議等を通じ、基金の運営全般の健全性を確認しています。

【原則3-1】

（1）当社の経営理念については当社ＨＰにおいて、経営戦略や経営計画については、株主総会の招集通知や決算短信において開示しておりま
す。



URL：https://www.kawada.jp/csr/governance/philosophy/

（2）コーポレートガバナンス基本方針を策定し、当社ＨＰ上で開示しております。

URL：https://www.kawada.jp/csr/governance/corpgovernance/

（3）①取締役の報酬は、次の方針に基づき、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬を、会社の業績や経営内容、経済情勢等を考慮
し、指名・報酬委員会の答申を受け、取締役会で決定しております。

・取締役が短期及び中長期にわたる企業価値の向上を図るために、業績向上への意欲を高めるものであること

・取締役が在任期間中に持てる経営能力を最大限発揮しうるよう、期間業績に対応した処遇であること

・社内外から優秀な人材の確保が可能な水準であること

②取締役（非業務執行取締役を除く。）の報酬は、基本報酬としての固定報酬と業績に連動した変動報酬で構成しております。

③監査等委員である取締役の報酬については、株主総会の決議により決定した月額報酬の範囲内で、監査等委員会で決定しております。

（4）（取締役の選任及び解任）①当社は、次の選任方針に基づき、広い見識、豊富な経験、使命感、責任感、及び改革を推進する能力等の資質が
あり株主の負託に応え取締役としての職務を適切に遂行できる人物を、指名・報酬委員会の答申を受け、取締役会で審議の上、取締役候補者と
して指名しております。

・当社グループの経営管理及び事業運営に関する豊富な知識、経験を有する者

・公正かつ客観的な立場から取締役の業務執行状況を監督し、経営の健全性及び透明性の向上に貢献できる者

・独立社外取締役については、当社の「社外取締役の独立性基準」を満たし、社外取締役としての役割を十分認識しうる者

・監査等委員である取締役は、取締役の職務執行の監査を適切に行うほか、企業経営や特定の専門領域における豊富な経験・実績、見識を有
し、当社経営課題について、的確な提言・助言を行いうる者

②取締役会は、取締役の職務に関し法令・定款に違反する重大な事実が判明した場合、指名・報酬委員会の答申を受け、株主総会の招集及び
同総会への当該取締役解任の議案提出について審議を行っております。

（代表取締役の選定及び解職）取締役会は、代表取締役を選定する場合には、人格識見に優れ、責任感を有する者を、指名・報酬委員会の答申
を受け選定しております。また、取締役会は、代表取締役がその職責を十分に果たしていない、または代表取締役として不適任と認められるとき
は、指名・報酬委員会の答申を受け解職します。

（5）取締役（監査等委員である取締役を含む。）候補者全員について、株主総会の招集通知において選解任理由、及び経歴を開示しております。
なお、取締役（代表取締役を含む。）候補者の指名及び解任に当たっては、上記（４）の方針並びに手続きに基づき決定しております。

【補充原則4-1-1】

当社は、取締役会規則、稟議規程、職務権限規程に、取締役会、社長、担当取締役、部長等の権限を明確に定め、それに基づき、それぞれの決
定機関、決定者が審議・決裁しております。取締役会は持続可能な成長と企業価値の向上のため、監督機能を発揮するとともに、法令や定款、社
内諸規程で定められた重要事項を、公正な判断基準に基づき、最善の意思決定を行っております。

【原則4-8】

当社の取締役会は、監査等委員である取締役３名を含め９名で構成され、そのうち３分１以上の４名を独立社外取締役として選任しております。独
立社外取締役は、弁護士、税理士、企業経営経験者等という多彩で豊富な経験と見識を有しており、会社の持続的な成長と中長期的な企業価値
の向上に資するような役割・責務を果たして頂いております。

【原則4-9】

当社は、「社外取締役の独立性基準」を満たし、社外取締役としての役割を十分に認識しうる者を、独立社外取締役の候補者を選定しております。
当社の社外取締役の独立性基準の概要は、以下のとおりです。

「当社取締役会は、社外取締役が現在または最近において、以下のいずれの項目にも該当しない場合に、当社に対し十分な独立性を有している
と判断する。

１．２親等以内の親族が、当社子会社の業務執行者

２．本人が当社の主要な取引先の業務執行者、または２親等以内の親族が当社の主要な取引先の業務執行者

３．本人が当社を主要な取引先とする会社の業務執行者、または２親等以内の親族が当社を主要な取引先とする会社の業務執行者

４．本人または２親等以内の親族が、当社から役員報酬以外に多額の金銭等を得ているコンサルタント、会計専門家又は法律専門家

５．本人または２親等以内の親族が、当社の監査法人に所属する者

６．本人または２親等以内の親族が、当社から多額の寄付を受けている団体の業務執行者」

【原則4-11、補充原則4-11-1】

当社は、次の選任方針に基づき、広い見識、豊富な経験、使命感、責任感、及び改革を推進する能力等の資質があり株主の負託に応え取締役と
しての職務を適切に遂行できる人物を、指名・報酬委員会の答申を受け、取締役会で審議の上、取締役候補者として指名しております。

・当社グループの経営管理及び事業運営に関する豊富な知識、経験を有する者

・公正かつ客観的な立場から取締役の業務執行状況を監督し、経営の健全性及び透明性の向上に貢献できる者

・独立社外取締役については、当社の「社外取締役の独立性基準」を満たし、社外取締役としての役割を十分認識しうる者

・監査等委員である取締役は、取締役の職務執行の監査を適切に行うほか、企業経営や特定の専門領域における豊富な経験・実績、見識を有
し、当社経営課題について、的確な提言・助言を行いうる者

【補充原則4-11-2】

当社の社外取締役は、それぞれ他の上場会社等の役員を兼務しておりますが、兼任社数は合理的な範囲であると考えており、当社の監督又は
監査業務を適切に果たすことが出来るものと考えております、なお、社外取締役の他社との重要な兼任状況は、株主総会招集通知や有価証券報
告書、コーポレートガバナンス報告書等を通じて、毎年、開示を行っております。

【補充原則4-11-3】

当社は、取締役会の実効性を高めることを目的に、毎年1回、取締役会全体の実効性の評価を行っております。評価方法及び結果の概要は以下
のとおりです。

(1)評価方法

①社外を含む全取締役および全監査役を対象とした自己評価を実施。

【評価項目】

・取締役会の構成に関する事項

・取締役会の運営に関する事項

・取締役会の議題に関する事項



・取締役会を支える体制に関する事項

②取締役会において上記①の結果に基づき、取締役会全体の実効性について分析・評価を行う。

(2)評価結果の概要

当社の取締役会は、当社取締役会全体の実効性が確保されていると評価しております。

当社は、本実効性評価を踏まえて、引き続き取締役会全体の実効性の向上を目指し、継続的な改善に取り組んでまいります。

【補充原則4-14-2】

当社は、新任の取締役の知識、経験等の実状に合わせてトレーニングの必要性を確認し、必要な場合はその機会を適宜提供すると共に、新任の
独立社外取締役には、就任に当たり当社グループの組織、事業及び財務、経営課題の説明や主要拠点の視察等も含め情報の提供を行っており
ます。また、取締役として必要な知識の習得を行うために適宜、外部のセミナー等を活用する機会を設けております。なお、取締役が参加するセミ
ナー等の費用は会社が負担することとなっております。

【原則5-1】

当社は、IR担当取締役を選任し、主に経営管理部をIR担当部署としております。経営管理部にて、投資家から電話取材等のIR取材を受け付けると
ともに、個別の面談等も行い、IR担当取締役等が説明を行っています。また、投資家との対話の際は、当社の持続的成長、中長期における企業
価値向上の観点から対話を行っているとともに、インサイダー情報管理に留意しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

株式会社日本カストディ銀行 836,053 14.14

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 530,900 8.98

株式会社北陸銀行 284,746 4.81

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 265,706 4.49

川田テクノロジーズ社員持株会 214,450 3.63

ＧＯＶＥＲＮＭＥＮＴ　ＯＦ　ＮＯＲＷＡＹ 207,700 3.51

川田工業協力会持株会 187,290 3.17

富士前商事株式会社 141,865 2.40

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 100,000 1.69

ＤＦＡ　ＩＮＴＬ　ＳＭＡＬＬ　ＣＡＰ　ＶＡＬＵＥ　ＰＯＲＴＦＯＬＩＯ 98,500 1.67

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 3 月

業種 金属製品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 13 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

山川隆久 弁護士 △

高桑幸一 他の会社の出身者

髙木繁雄 他の会社の出身者 △ △

福地啓子 税理士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由



山川隆久 　 ○ ―――

弁護士としての豊富な経験と知識を有し、その
専門的見地から当社の経営全般に提言してい
ただくことにより、当社のコーポレート・ガバナン
ス強化ができると判断したため、当社の社外取
締役として就任して頂いております。同氏に対
して顧問弁護士報酬を支払っておりましたが、
その金額は月額約20万円であり、当社が他の
弁護士に支払っている報酬と同程度であり、か
つ、当社が定める社外役員の独立性に関する
基準に照らしても当社から多額の報酬を得て
いるものとはいえません。また、同氏との契約
内容は、一般的な法解釈についてのアドバイス
や実務対応についての助言が主たるものであ
り、その他の独立役員の属性として、規定にあ
る項目に該当するものはありませんでした。し
たがって、同氏と一般株主との間に利益相反
が生じる恐れが無いと判断しています。

高桑幸一 　 ○ ―――

北陸電力（㈱）の取締役、常勤監査役を務め、
経営者としての豊富な経験および幅広い見識
を有しており、当社の経営を強化するため社外
取締役に適任と判断しております。

また、同氏は、当社及び当社子会社との間に
特別の利害関係もなく、当社の経営陣から独
立した立場で社外取締役の職責を担っていた
だくものであり、一般株主と利益相反が生じる
おそれはないものと考えます。

髙木繁雄 ○ ○

当社グループの基幹事業会社である川田
工業㈱等の主要借入先である㈱北陸銀
行の出身であり、1998年から2013年6月ま
で同行の取締役でありました。また、北陸
銀行は当社の株式を4.81％保有（2021年3
月末時点）しております。

2012年6月より、当社の社外監査役を務めてお
りますが、金融界での貴重な経営に基づく財
務・会計に関する専門的な識見及び他の企業
での社外監査役としての実績に基づき、当社
の監査を実施しております。また、当社グルー
プの主要借入先で、株主でもある北陸銀行の
取締役を務めておりましたが、2013年6月に退
任し、現在は同行の特別参与の職にあって、業
務執行者には該当しておりません。したがっ
て、同氏と直接利害関係を有するものではな
く、一般株主との利益相反が生じるおそれはな
いものと考えます。

福地啓子 ○ ○ ―――

国税局長、税務大学校教授を歴任し、国税庁
退官後は税理士として活躍しており、その専門
的知識と経験を基に社外者としての客観的立
場から社外取締役をお願いするものでありま
す。

また、同氏は、当社及び当社子会社との間に
特別の利害関係もなく、当社の経営陣から独
立した立場で社外取締役の職責を担っていた
だくものであり、一般株主と利益相反が生じる
おそれはないものと考えます。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

委員長（議長）

監査等委員会 3 1 1 2 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

監査等委員会の職務を補助し、その円滑な職務遂行を支援するため監査等委員会事務局を設け、スタッフを配置しております。なお、監査等委員
会の職務を補助すべき取締役は置いておりません。

監査等委員会事務局のスタッフは監査室の職員が兼務しており、監査等委員でない取締役の指揮命令を受けず、監査等委員会の指揮命令に従
うものとし、または人事異動・考課等は監査等員会の同意の下に行うものとし、執行部門からの独立性と監査等委員会事務局のスタッフに対する
監査等委員会の指示の実効性を確保しております。



監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会は、監査室及び会計監査人と定期的に情報・意見の交換を行うとともに、監査結果の報告を受け、会計監査人の監査に立合うなど
して緊密な連携を図っております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員
（名）

社内取締役
（名）

社外取締役
（名）

社外有識者
（名）

その他（名）
委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 4 0 2 2 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 4 0 2 2 0 0
社外取
締役

補足説明

上記における指名委員会に相当する任意の委員会、および報酬委員会に相当する任意の委員会は、指名・報酬委員会として同一のものである。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

当社は、独立役員の資格を充たす社外取締役を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

該当項目に関する補足説明

当社は、中長期的な業績拡大及び企業価値の増大を目指すにあたり、より一層意欲及び士気を向上させ、当社グループの結束力をさらに高める
ことを目的として、当社及び当社子会社取締役に対して、有償にて新株予約権を発行するものです。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、子会社の取締役

該当項目に関する補足説明

当社及び当社子会社の取締役が株価変動リスクを当社株主の皆様と共有することで、当社グループの将来的な企業価値の増大に貢献するもの
と考え付与するものです。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりです。（金額の単位：百万円）

　　　　　【区　分】　　　　　　　【報酬等の総額（百万円）】　　　　　　　【報酬等の種類別の総額（百万円）】　　　　　【対象となる役員の員数（名）】



　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【基本報酬】　【業績連動報酬等】　【非金銭報酬等】

- - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

取締役（監査等委員を除く）　　　　　　４６　　　　　　　　　　　　　３９　　　　　　　　　６　　　　　　　　　　 －　　　　　　　　　　　　　　　８

　　（うち社外取締役）　　　　　　　　 　（９）　　　　　　　　　 　　　（９）　　　　　　　　（０）　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　（２）

　取締役（監査等委員）　　　　 　　　　２１　　　　　　　　　　　　　２１　　　　　　　　　０　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　 　３

　　（うち社外取締役）　　　　　　 　　　（５）　　　　　　　　　　　　 （５）　　　　　　　　（０）　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　（２）

　　　　　監査役　　　　　　　　　　　　　　５　　　　　　　　　　　　　　５　　　　　　 　　　０　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　 ４

　　（うち社外監査役）　　　 　　　　　　（１）　　　　　　　　　　　　 （１）　　　　　　　　（０）　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　（２）

　　　　　合　計　　　　　　　　　　　　　　７３　　　　　　　　　　　　　６６　　　　　　　　　６　　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　１５

　　　（うち社外役員）　　　　　　　　 　（１５）　　　　　　　　　　　 （１５）　　　　　　 　（０）　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　（６）

※本支給額は２０２０年４月１日から２０２１年３月３１日までの支給実績を記載しております。

※上記には、２０２０年６月２６日開催の第１２回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役２名および監査役４名（うち社外監査役２名）を含
んでおります。なお、当社は２０２０年６月２６日に監査役会設置会社から監査等委員会設置会社へ移行しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社は、次の方針に基づき、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬を、会社の業績や経営内容、経済情勢等を考慮し、指名・報酬委
員会の答申を受け、取締役会で決定しております。

・取締役が短期及び中長期にわたる企業価値の向上を図るために、業績向上への意欲を高めるものであること

・取締役が在任期間中に持てる経営能力を最大限発揮しうるよう、期間業績に対応した処遇であること

・社内外から優秀な人材の確保が可能な水準であること

②取締役（非業務執行取締役を除く。）の報酬は、基本報酬としての固定報酬と業績に連動した変動報酬で構成しております。

③監査等委員である取締役の報酬については、株主総会の決議により決定した月額報酬の範囲内で、監査等委員会で決定しております。

【社外取締役のサポート体制】

取締役会事務局として専任のスタッフを配置し、取締役会の開催に際しては、資料の事前送付を行うとともに、重要な案件について事前説明を
行っております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は、取締役会における監督機能の強化、業務執行決定権限の一部を取締役へ委任することによる経営の意思決定の迅速化を図るため、
2020年6月26日付で監査等委員会設置会社に移行しました。また、取締役会の任意の諮問機関として指名・報酬委員会、取締役会のコンプライア
ンスに関する諸施策の意見形成機関としてグループコンプライアンス委員会を設置しています。

１．取締役会

取締役会は、取締役９名（監査等委員である取締役３名を含む）で構成されており、構成比は社内取締役である川田忠裕氏、渡邉敏氏、川田琢哉
氏、宮田謙作氏及び井藤晋介氏の５名並びに社外取締役である山川隆久氏、高桑幸一氏、髙木繁雄氏及び福地啓子氏の４名と、1/3を社外取締
役で占めております。なお、社外取締役全員を、独立役員として東京証券取引所に届出をしています。

取締役会は、代表取締役社長である川田忠裕氏を議長として、原則として毎月１回開催し、当社グループの「経営理念」、「活動方針」及び「川田グ
ループコンプライアンス憲章」に基づき、経営戦略、経営計画等、重要事項に関する討議・決定を行うとともに、業務の執行状況に関する監督、経
営計画の進捗状況の確認等を随時行い、企業統治の強化を図っています。

２． 監査等委員会

監査等委員会は、監査等委員である取締役３名（うち社外取締役２名）で構成されております。社内出身者の井藤晋介氏を常勤の監査等委員と
し、また監査等委員会事務局を設けることにより、取締役からの情報収集及び重要な社内会議における情報共有並びに内部監査部門と監査等委
員会との連携を図る体制としております。監査等委員会は、委員長を常勤の監査等委員が努め、原則として毎月１回開催し、必要に応じて随時開
催してまいります。

監査等委員は、取締役会への出席や内部統制システムを利用した取締役の業務執行の監査・監督の実施、内部監査部門報告や関係者への聴
取などを実施しております。

３． 指名・報酬委員会

指名・報酬委員会は、監査等委員である取締役以外の取締役の候補者指名及び報酬決定を行うにあたり、取締役会による客観的かつ合理的な
判断を担保し、もって良好なコーポレート・ガバナンスの実現に寄与することを目的として、取締役会からの諮問に応じて随時開催され、答申を
行っています。

同委員会は、独立社外取締役である山川隆久及び高桑幸一の両氏、並びに代表取締役川田忠裕氏、総務担当取締役宮田謙作氏の４名で構成
され、山川隆久氏が委員長を務めています。

４．グループコンプライアンス委員会

グループコンプライアンス委員会は、取締役会がグループコンプライアンスに関する施策を決定する際の意見形成機関として、グループコンプライ
アンスに関わる事項を審議し、取締役会に対する提言、報告を行うことを目的として、原則として年１回開催し、必要に応じて随時開催しています。

同委員会は、コンプライアンス担当取締役である渡邉敏氏、グループ各社の総務部門長及び社外委員である顧問弁護士で構成され、渡邉敏氏が
委員長を務めています。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、監査等委員会設置会社を選択することにより、監査等委員である取締役に取締役会における議決権を付与すること等によって、取締役
会の監査・監督機能を一層強化するとともに、意思決定の迅速化及び中長期視点の議論の更なる充実を図る体制を構築することと、取締役会
が、独立社外取締役等で構成する「指名・報酬委員会」及び弁護士等で構成する「グループコンプライアンス委員会」等からの答申や提言を受け



意思決定することで、法令遵守と透明性の高い経営を実現するとともに、企業統治の確立において極めて有効な経営監視機能を果たすものと考
えていることから当該体制を採用しています。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 令和３年開催の第１３回定時株主総会より採用しております。

電磁的方法による議決権の行使 平成２８年開催の第８回定時株主総会より採用しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

平成２８年開催の第８回定時株主総会より株式会社ＩＣＪが運営する議決権行使プラット
フォームに参加しております。

招集通知（要約）の英文での提供
令和２年開催の第１２回定時株主総会より英文での狭義の招集通知を作成し、ホーム
ページに掲載を行っております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

個人投資家向けに定期的説明会を開催

定時株主総会後に、グループ会社の事業活動状況等の説明会を開催しており
ます。

※現状においては、新型コロナウイルスの影響など諸般の事情を鑑み、取りや
めております。

あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

アナリスト・機関投資家向けに決算説明会を開催しております。

※現状においては、新型コロナウイルスの影響など諸般の事情を鑑み、ビデオ
形式による説明をホームページに掲載しております。

あり

IR資料のホームページ掲載
ホームページの「株主・投資家情報」サイトに有価証券報告書・決算短信・コー
ポレートガバナンス状況等の情報を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 経営管理部が担当しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

「川田グループコンプライアンス憲章」を制定し、全ての役員・従業員にコンプライアンスに
対する意識付けを行うとともに、各ステークホルダーの立場の尊重に努めています。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
ホームページの「ＣＳＲ」サイトに社会貢献活動や環境関連活動の取組みを掲載しておりま
す。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

ＩＲに関する当社の基本方針に基づき、各ステークホルダーに対し有用な情報を積極的か
つ公平に提供しております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、2020年6月26日開催の取締役会決議により、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の
適正を確保するための体制の内容を一部改定しました。改定後の当該体制の内容は以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１）当社および当社グループ会社の取締役等の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

①当社および当社グループ会社のコンプライアンス体制の基盤となる「川田グループコンプライアンス憲章」に基づき、職務の執行にあたっては法
令および定款を遵守することを徹底する。

②当社の取締役会に対する意見形成機関として、当社および当社グループ会社のコンプライアンス担当などで構成する「グループコンプライアン
ス委員会」を設置し、コンプライアンス体制を強化する。

③当社および当社グループ会社のコンプライアンスに関する組織、教育、監視、通報、行動マニュアルなど、内部体制ならびに関連諸制度を整備
し、適宜に検証・改善を行う。

２）当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

①取締役の職務執行に係る情報については、文書または電磁的媒体（以下、「文書など」という）に記録し、「文書取扱規程」、「職務権限規程」、
「稟議規程」などに基づき、担当部門において適切に保存および管理する。

②取締役は、必要ある場合は文書などを閲覧することができる。

３）当社および当社グループ会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①当社および当社グループ会社のリスク管理を行うため、「リスク管理規程」により当社グループ会社の横断的なリスクマネジメント体制を整備す
る。

②当社および当社グループ会社において予防および危機発生時の対応措置としてのガイドライン、マニュアルの作成、周知、研修などを行う。ま
た、当社グループ各社の総務部門を主管とし、組織横断的リスク状況の監視および全社的対応を図る。

４）当社および当社グループ会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①当社グループ経営目標・方針など、重要事項の決定については、事前に当社グループ会社の社長、取締役、執行役員などと十分な審議を行っ
た上で当社の取締役会に諮る。

②原則として、毎月１回開催する当社の取締役会においては、当社グループの経営概況および重要な経営施策の実況の報告を受け、その内容を
検証する。また、必要に応じ臨時取締役会を適宜開催する。

③ＩＴなどを活用して経営目標および業務遂行状況をレビューするなど、情報システムの有効な運用により、意思決定の迅速化・効率化を図る。

５）当社および当社グループ会社の使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

①企業行動規範としての「川田グループコンプライアンス憲章」、コンプライアンスの組織体制・運用などに関する規程、その他行動マニュアルなど
を、全使用人がＩＴなどにより常に最新の状態で確認できる環境を維持する。

②当社の監査室は内部監査部門として当社および当社グループ会社のコンプライアンスの状況を定期的に監査し、当社の社長、コンプライアンス
担当役員、監査等委員会に報告する。

③当社法務部によるグループ法務研修を定期的に開催し、コンプライアンスおよび法令等に関する情報の提供を行うとともに、コンプライアンスに
関する教育・啓発活動を行う。

６）当社および当社グループ会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

①当社および当社グループ会社共通の精神的基盤としての「社訓」の基に、各社はその業態に適合するコンプライアンス体制を定め、施策を実行
する。

②当社および当社グループ会社の業務に関しては、「関係会社業務処理規程」に基づき、所定の事項について承認または報告を受ける体制を維
持する。

③当社グループ会社は、当社による経営指導内容などが法令に違反し、またはその疑義が生じた場合は、当社監査等委員会に報告を行う。

④当社の監査等委員である取締役（以下「監査等委員」という。）及び当社グループ会社の監査役による「監査役等協議会」において、当社グルー
プ各社における監査の状況報告および意見の交換を行う。

７）当社監査等委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項および当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

①監査等委員会は、監査室所属の使用人に監査等委員会等の運営ならびに監査業務に必要な事項を命ずることができる。

②監査等委員会から監査に必要な業務命令を受けた使用人は、その業務命令に関して取締役の指揮命令を受けない。

③監査室所属の使用人に対する人事的処遇に関し、担当取締役は監査等委員会の求めに応じてその事由などを説明する義務を負う。

８）当社および当社グループ各社の取締役および使用人が当社監査等委員会に報告をするための体制その他の当社監査等委員会への報告に
関する体制および報告したことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

①監査等委員は、当社および当社グループ各社の取締役会その他の重要な会議に出席して、重要な意思決定の過程や業務執行状況を把握す
るとともに、必要に応じて取締役または使用人に説明を求めることができる。

②当社および当社グループ各社の取締役および使用人は、監査等委員会の要請に応じて必要な報告および情報提供を行う。なお、報告・情報提
供としての主なものは、次のとおりとする。

・当社グループの内部統制システムに関わる部門の活動状況

・当社の子会社の監査役および内部監査部門またはこれに相当する部門の活動状況

・当社グループの重要な会計方針、会計基準およびその変更

・当社グループの業績および業績見込の発表内容、重要開示書類の内容

・当社グループの内部通報制度の運用および通報の内容

・当社グループの社内稟議書および監査等委員から要求された会議議事録の回覧

③監査等委員は「グループコンプライアンス規程」に基づき、「グループコンプライアンス委員会」に出席し、その報告を受け、意見を述べることがで
きる。

④当社監査等委員会に報告を行った当社および当社グループ各社の取締役および使用人が、報告をしたことを理由としていかなる不利な取扱い
も受けないことを周知、徹底する。



９）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①監査等委員会は、取締役・会計監査人などとの意見交換会の開催を求めることができる。また、必要に応じ弁護士、税理士などの助言を受ける
ことができる。

②監査等委員会は、監査室による内部監査の実施計画について事前に説明を受け、調整などを求めることができる。

③監査等委員会は、会計監査人の職務の遂行に関する事項と監査等委員会監査との連携を図るため、会計監査人の監査計画について事前に
報告を受ける。

10）当社監査等委員の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

　　監査等委員がその職務について生じる費用の前払いまたは償還等の請求をしたときは、当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認めら
れる場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

（反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方）

　当社及びグループ会社は、「川田グループコンプライアンス憲章」に反社会的勢力への対応として以下の事項を明記し、全役職員に周知しており
ます。

１．社会的秩序や企業の健全な活動を阻害するあらゆる反社会的勢力には毅然とした態度で臨み、一切関係を持たない。

２．如何なる理由があろうとも、反社会的勢力を利用せず、また、不当な要求は断固として断る。

３．民事介入暴力に対し、社員を孤立させず組織的に対応する。また、行政当局や法律家等の支援を得て対応する。

（反社会的勢力排除に向けた整備状況）

　当社及びグループ会社は、反社会的勢力排除に向けて、「グループコンプライアンス委員会」を設置するとともに、法務部を中心に警察等行政当
局や顧問弁護士と緊密に連携し対応する体制を構築している。

また、役職員による反社会的勢力との関与の排除等を徹底するため、内部通報制度及び懲戒規程を整備するとともに、「川田グループコンプライ
アンス憲章」、「コンプライアンスガイドブック」及び「川田グループ暴力団対応ガイドライン」に基づく研修を継続的に実施している。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

（会社情報の適時開示における基本方針）

　当社は、完全子会社である川田工業（株）の各事業部及び川田工業（株）の各子会社の総務・経理部門との相互連絡を通じて、事業に関するリ
スクを迅速に把握し、総務担当役員及び経理財務担当役員並びに総務部・経理部が投資判断に重要な影響を及ぼす恐れがあると判断した場合
には、的確な情報開示を速やかに行うことを基本とします。

（会社情報の適時開示における社内体制）

１．会社情報の適時開示管理責任者及び情報取扱責任者はIR担当役員とします。

２．各子会社の所管部は、内部情報の集約に努め、会社の業務等に関して重要な影響を及ぼす事実等が発生した場合には、速やかにIR担当役
員又は総務担当役員に連絡します。

３．IR担当役員の指示のもと、総務部、経理部、又は経営管理部は適時開示が必要な情報であるか否かを東京証券取引所の適時開示規則に照
らし確認を行います。

４．IR担当役員が適時開示の必要性を確認した場合には、代表取締役社長に報告するとともに適時開示書類を作成し、遅滞なく適時開示を行い
ます。

（会社内部の情報管理体制について）

　当社及び当社子会社では、会社内部の情報の把握・管理・公表のため「インサイダー取引防止規程」を制定し、重要事実に関する情報の厳重管
理や役職員の株券等の売買に制限を設け、インサイダー取引等の発生防止に努めます。




